
●安全運転管理の整備
　道路交通法の改正を受け、バス・
タクシー事業が困難な地域で市町村
やＮＰＯ法人等の団体が主体となっ
て実施する「自家用有償旅客運送
者」の安全運転管理に関する規定が
整備されています。
（令和４・９・７国土交通省令第66
号＝道路運送法施行規則及び自動車
事故報告規則の一部を改正する省
令）
●健康保険関連の様式の見直し
　産前産後休業期間中の被保険者に
係る保険料の徴収の特例の申出に係
る申出書において子の氏名の記載を

不要とするなど、健康保険関連の届
出書の記載事項・様式が見直されて
います。
（令和４・９・13厚生労働省令第129
号＝健康保険法施行規則等の一部を
改正する省令）
●林地開発の規制強化
　林地開発許可制度による許可を要
する開発行為の区分と規模が見直さ
れ、太陽光発電設備の設置を目的と
する場合の基準が0.5ha に引き下げ
られました。施行日は、令和５年４
月１日です。
（令和４・９・22政令第313号＝森林
法施行令の一部を改正する政令）

●標準報酬の算定方法の調整
　厚生年金の短時間労働者への適用
拡大によって、年金額改定率等の指
標となる標準報酬平均額が下がりま
す。その影響を補正するための標準
報酬平均額の算定方法に関する経過
措置を実施するための関係省令の整
備が行なわれています。
（令和４・９・22厚生労働省令第134
号＝厚生年金保険法施行規則及び公
的年金制度の財政基盤及び最低保障
機能の強化等のための国民年金法等
の一部を改正する法律の一部の施行
に伴う経過措置に関する省令の一部
を改正する省令）
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　「マイナンバーカードの普及とマ
イナンバーの利活用の促進に関する
方針」（令和元年６月４日デジタ
ル・ガバメント閣僚会議決定）で
は、「ハローワークにおける雇用保
険等の各種業務のフローについて、
ペーパーレス化等の検討を行」なう
こととされています。
　これまで失業認定等の手続きは、
受給資格者が顔写真付きの受給資格
者証を提出し、管轄公共職業安定所
の長は本人確認を行なったうえで、
支給内容や次回認定日等の事項を記
載して返付していました。
　この手続きをマイナンバーカード
の提示と雇用保険受給資格通知（以
下、受給資格通知という）の交付に
よって可能にするための雇用保険法
施行規則の改正が行なわれました。
●ペーパーレス化への道筋
　具体的には、マイナンバーカード
の提示と受給資格通知の交付によっ
ても雇用保険の手続きが可能となる

マイナンバーカードを利用する
雇用保険の手続きの整備

令和４年９月30日
までの公布分

令和４・９・15厚生労働省令第130号＝雇用保険法施行規則等の一部を改正する省令

管轄公共職業安定所の長に申し出
て、マイナンバーカードを提示し
て再交付を受けることができる
⑤　管轄公共職業安定所の長は、高
年齢求職者給付金、特例一時金ま
たは教育訓練給付金の支給を受け
ようとする者が、マイナンバーカ
ードを提示して離職票等を提出し
た場合であって、各給付の要件を
満たすものと認めたときは、①～
④と同様に、それぞれ高年齢受給
資格通知、特例受給資格通知また
は教育訓練受給資格通知の交付等
を行なうこと
●当面の通知は書面で
　本改正は令和４年10月１日に施行
されました。ただし、支給内容の通
知等については、当面、書面でなさ
れます。
　電子的な交付によるペーパーレス
化は、次期システム更改（令和８年
度を予定）において実現する方向で
検討されます。� ●▲

よう、次のとおり規定の整備が行な
われました。
①　管轄公共職業安定所の長は、マ
イナンバーカードを提示して離職
票を提出した者が、基本手当の受
給資格を有すると認めたときは、
当該者が受給資格通知の交付を希
望する場合には、受給資格通知に
必要な事項を記載したうえ、交付
する
②　受給資格通知の交付を受けた受
給資格者は、失業の認定を受けよ
うとするとき等は、マイナンバー
カードを提示して必要な申告書等
を提出する
③　管轄公共職業安定所の長は、受
給資格通知の交付を受けた受給資
格者に対して失業の認定を行なっ
たとき等は、その処分に関する事
項等を記載した受給資格通知を交
付する
④　受給資格者は、受給資格通知を
滅失し、または損傷したときは、


